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地域を元気に、未来を豊かに

預　金
地域への様々な取組みにより、関係強化に努めた結果、期末残高は前期比92億円増加の4,206億円となりましたが、期中平均残高は
66億円減少となりました。
貸出金
地域金融機関として、「取引して良かったと喜んでいただけるコミュニティバンク」をビジョンとし、「地域密着型金融推進計画」に基づき、
地域金融の円滑化への取組みを積極的に行いました。
また、事業性評価に基づき、持続可能な社会の実現に寄与することを目的とした「けんしんSDGsサポートローン」「けんしん原材料価
格高騰にかかる支援融資」「けんしん米国関税措置等特別支援融資」等、担保・保証に必要以上に依存しない融資取組みや、個人ロー
ンも積極的に推進するとともに、認定経営革新等支援機関としてコンサルティング機能の発揮に努めた結果、期末残高は前期比69億円
増加の2,722億円となり、期中平均残高は46億円増加しました。
損　益
物価上昇や人手不足の常態化など、地域経済や中小事業者を取り巻く環境の変化
に対し、当組合では地域のお客さまの資金需要に迅速かつ丁寧に対応するため、事業
性貸出や個人ローンにも積極的に取組みました。
また、業務の効率化を進め、経費の抑制、資金の効率的な運用に努めるとともに、資
産の自己査定に伴う償却引当等を厳正に対処した結果、当期純利益は898百万円と
なりました。

組合理念

コンプライアンス
経営

経営方針ビジョン

※�一人ひとりの職員が当組合にとってかけがえ
のない財産であることから、敢えて『人財』と
表現しています。

ビジョン

取引して良かったと
喜んでいただける
コミュニティバンク

経営方針
お客さま目線の

金融サービスの向上
地域を支える

自律型人財※の育成
ゆるぎない経営基盤の構築

組合理念
「地域住民の皆さまの幸福と中小
事業者の発展のお役に立ち、地域
経済の繁栄に貢献する」
地域の発展 ＝ 組合の発展
金融機能・コンサルティング機能
を発揮し地域創生の一翼を担う

事業概況

組合理念
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預　金 貸出金

〈預金・貸出金推移〉（単位：億円）
令和6年度

令和7年度
4,2064,114

2,652 2,722
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いままでも　これからも　いつまでも

●主要な経営指標の推移� （単位：百万円・人・％・口）
項　　目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

利

　

益

経 常 収 益 5,738 6,105 6,862 5,872 6,820

経 常 利 益 770 854 1,106 932 1,150

当 期 純 利 益 508 640 825 707 898

残

　

高

預 金 積 金 431,970 428,853 415,890 411,460 420,663

貸 出 金 249,857 254,851 259,936 265,248 272,202

有 価 証 券 158,982 148,816 122,831 118,196 109,553

純 資 産 額 30,852 27,778 26,341 22,152 18,268

総 資 産 額 485,860 463,934 448,771 440,418 446,133

出

資

金

出 資 金 総 額 1,498 1,504 1,487 1,485 1,484

組 合 員 数 58,987 59,097 57,913 57,404 57,371

出 資 に 対 する 配 当 金（ 率 ） 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0

出 資 総 口 数 1,498,403 1,504,228 1,487,827 1,485,506 1,484,926

役 職 員 数 337 322 325 323 325

自 己 資 本 比 率 （ 単 体 ） 17.16 17.24 16.60 16.71 16.60

1.　残高計数は、期末日現在のものであり、総資産額には債務保証見返は含んでいません。
2.　�組合員資格　①兵庫県内に住所または居所を有する方　②兵庫県内において事業を行う小規模事業者　③兵庫県内において勤労に従事する方　④兵庫県内
において事業を行う事業者の役員。ただし、①②の方については、常時使用する従業員の数が300人（卸売業・サービス業100人、小売業50人）を超え、かつ法人に
ついては資本金の額または出資の総額が3億円（卸売業１億円、小売業・サービス業5,000万円）を超える事業者の方は除きます。⑤兵庫県内に転居することが確実
と見込まれる方（自己の居住の用に供する宅地もしくは住宅の売買契約または当該宅地の造成もしくは当該住宅の建設、修繕もしくは改良に関する工事の請負契約
を締結したものに限る。）⑥当組合の役員

3.　�役職員数は、臨時の雇用を除いています。
4.　「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
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